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 今を去ること 10 年以上になるが、本調査と同名でほぼ同内容の調査が、平成 17 年に国
立教育政策研究所によって実施された。当時、筆者は国立教育政策研究所高等教育研究部
総括研究官の職にあり、その平成 17 年調査を含む研究プロジェクトを取りまとめた 1。そ
の後 10 年以上の歳月の中で、教育改革支援のための組織体制に係る新しい全国調査の必要
性が求められながら、関連する調査は実施されることなく、全国的傾向の基本データとし











































































必然的な展開でもあったともいえる。                





























































































15 ポイント、公立で約 33 ポイント、私立で約 28 ポイントの増加となっており、近年、国
公私立問わず大学教育センター等を設置する必要性が高まってきたことがうかがえる。本








 センターを設置している大学の内訳は、国立 42 校(85.7%)、公立 20 校(51.3%)、私立 71
校(46.4%)となっており、全体では約 55％の大学が現在設置している。大学の規模別で確
認するため、学部数を、1 学部、2-3 学部、4 学部以上の 3 群に、また、学生数 4,000 人未
満を小規模、学生数 4,000 人以上 8,000 人未満を中規模、学生数 8,000 人以上を大規模と
して 3 群に分け、それぞれセンターの設置の有無との関係を示したのが表 1 である。 
  センター等は 4 学部以上の大学、または中規模以上の大学で設置される傾向にあり、こ






























































































そのため、図 1 と図 2 ではそれぞれ、教育改善を企画・実施するための各組織形態につい
て学部数及び学生数に分けて確認しているが、各区分の合計値は一致しないことに注意さ
れたい。図 1 及び図 2 からわかる通り、センターを要する大学には、意思決定機関を別に
設けているケースも少なくない。 
 




































図 2 教育改善を企画・実施するための組織形態（学生数別、複数回答可） 
 
そこで、表 2 及び表 3 では、センターを擁する大学が、「教育改善等のための全学レベル
での委員会を設けている」（以下、全学委員会と記す）、「教育改善等のための学部ごとの委
員会等を設けている」（以下、学部委員会と記す）の 2 つに限り重複して回答した値を集計
している。たとえば、表 2 の 4 学部以上を擁する大学では、「センターのみ」を設置してい
る大学は 21 校、「センター＋全学委員会＋学部委員会」を全て設置している大学は 25 校、


















1 学部 13 5 15 1 
2-3 学部 13 9 6 3 













小規模 33 22 31 4 
中規模 12 9 3 0 
大規模 5 9 2 0 
  
(2) 役割別に見たセンター設置の経年変化 
 設問では、調査が実施された 2017 年 3 月時点までの「大学教育センター等」の名称及び
設置年月を記入してもらい、下記の 30 項目より担当する役割を選んでもらった。 
 
1. 高等教育研究・開発  2. 共通教育・教養教育等の企画・実施 3. 教学マネジメント 
4. カリキュラム開発・改革   5. 授業評価の企画・実施    6. FD の企画・実施 
7. SD の企画・実施       8. 研究支援           9. 新任教員の研修   
10. 教員評価              11. 認証評価への対応    12. 学修成果アセスメント 
13. 初年次教育             14. リメディアル教育     15. 学修支援     
16. 学生への生活支援       17. 学生調査         18. 高大連携事業     
19. アドミッション         20. キャリア教育           21. インターンシップ 
22. 国際交流        23. 留学・留学生支援      24. 生涯学習・大学開放  
25. 社会・地域連携事業     26. 広報活動            27. IR  
28. 学部横断プログラムの開発・実施         29.（人事や財務を含む）マネジメント 
30. その他（具体的に：        ） 
 




点に注意されたい。たとえば、図 3 の最上部の「高等教育研究・開発」について、1970 年
に初めて国立大学で観察された後、1979 年に私立大学で 1 大学設置、2000 年以降 2010 年

























































































 前節では、センターが設置された背景を 1970 年台にまで遡って見てきた。本節では、現

















15. 他の大学が設置しているため    

















図 12 「大学センター等」の設置目的と期待する役割や効果（1） 
 






















 本節では、第 3 節のような目的を持って設置されたセンターが、実際どのような課題を
抱えつつ、今後の方針を策定しているのか、大学設置別に確認していく。まず、下記の 19
項目に関して、「よくあてはまる」から「ほとんどあてはまらない」の 5 件法で尋ねた結果
を図 14 及び図 15 に示している。 
 
1. 教育改善活動の全学的な取り組みの展開         
2. 学部・学科との連携の強化                  
3. 教育改善活動のための組織体制の整備         
4. センターのアイデンティティの確立           
5. 専門的な知見をもった教員の配置            
6. 専門的な知見をもった職員の配置              
7. 学内の教員からの理解の獲得              
8. 学内の職員からの理解の獲得                 
9. 法人（理事会・役員会）の理解の増進          
10. 予算の拡充                       
11. 学内の他センター等との連携強化                  
12. 他大学の類似のセンターとの連携強化          
− 22 −
 
13．センターに課せられた責任と与えられた権限の不一致    
14．センターの使命に対する大学執行部とセンター専任教員間の認識のズレ   
15．センターの業務遂行を補助する庶務スタッフの拡充     
16．大学執行部とセンター専任教員間の意思疎通       
17．各部局の利害関心とセンターの使命との間にある齟齬   
18．センター専任教員のアイデンティティの確立       
19．センターによる取組の成果・達成やその評価 
 














図 15 「大学教育センター等」の課題（2）  
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表 4  「大学教育センター等」の抱える課題の記述統計 



















国立 43 3.44 0.91 
公立 20 4.00 1.08  公立 20 3.00 1.12 
私立 72 4.28 0.94  私立 73 3.55 0.94 
学部・学科との
連携の強化 




国立 43 3.02 0.86 
公立 20 3.65 1.23  公立 20 2.80 1.01 








国立 43 2.88 0.88 
公立 20 4.00 1.21  公立 20 2.65 1.04 










国立 43 2.65 0.97 
公立 20 3.30 1.26  公立 20 2.35 1.14 








国立 43 3.49 0.99 
公立 20 3.35 1.23  公立 20 3.30 1.17 








国立 43 2.84 1.02 
公立 20 3.55 1.05  公立 20 2.95 1.23 
私立 73 3.71 1.06  私立 72 2.85 1.07 
内の教員から
の理解の獲得 




国立 43 3.21 1.08 
公立 20 3.55 1.15  公立 20 2.45 1.15 








国立 43 3.09 1.07 
公立 20 3.30 1.22  公立 20 3.05 1.54 








国立 42 3.86 0.84 
公立 20 3.15 1.50  公立 20 3.55 1.05 
私立 73 3.30 1.09  私立 74 3.77 0.75 
予算の拡充 
国立 43 3.93 0.88       
公立 20 3.50 1.32       


















































査では、以下の 7 項目について「よくあてはまる」から「ほとんどあてはまらない」の 5
件法で尋ねた。これらの平均値と標準偏差を表 5 に示す。 
 
1. 「大学教育センター等」の数は多すぎる   
2. 「大学教育センター等」の活動の一部を外注したい      
3. 組織の改組を頻繁に実施している            
4. センター長の人選には苦労が多い               
5. 各センターのスタッフにはパートや派遣が多い        
6. 教育支援組織としての適切なマネジメントができていない 










表 5 「大学教育センター等」の現状やその在り方についての考えの集計値 
  度数 平均値 標準偏差 
「大学教育センター等」の数は
多すぎる 
国立 43 2.19 1.10 
公立 20 1.90 0.91 
私立 73 1.97 0.91 
「大学教育センター等」の活動
の一部を外注したい 
国立 43 2.23 1.00 
公立 20 1.80 0.95 
私立 73 2.04 0.98 
組織の改組を頻繁に実施して
いる 
国立 43 2.53 1.16 
公立 20 2.35 1.09 
私立 72 2.43 0.98 
センター長の人選には苦労が
多い 
国立 43 2.77 1.25 
公立 20 2.40 0.94 
私立 72 2.71 1.07 
各センターのスタッフにはパ
ートや派遣が多い 
国立 42 2.62 1.10 
公立 20 2.45 1.43 
私立 73 2.04 1.10 
教育支援組織としての適切な
マネジメントができていない 
国立 43 2.86 1.10 
公立 20 2.55 1.05 
私立 72 2.72 1.02 
教務関係組織の機能強化の方
が効果を期待できる 
国立 43 2.88 0.73 
公立 20 2.75 1.07 









































本章では「大学教育センター等」において進められている FD と SD の活動を尋ねた設問
に対する回答結果を中心にみていく。以下、2 節で FD／SD 活動の状況を確認した後、これ
と「大学教育センター等」の設置目的との関係を 3 節で、同じく「大学教育センター等」
の課題との関係を 4 節で明らかにした上で、5 節でまとめを述べる。 
 
１．FD と SD の活動状況 
 
（1）全体 
設問では FD と SD のそれぞれに関する「講演会の企画・実施」や「ワークショップの企
画・実施」など 8 種の具体的な活動のうち、進めているものに○印を、特に重視している
ものに◎印を記入することを求めている。「大学教育センター等」を設けている 133 大学の
うち、どの活動にも記入がなかった 5 大学分は未回答として除き、国立 42、公立 19、私立
67 の計 128 大学を分析対象とした。 








的な活動となっているといえよう。その他の FD 活動は 3 割から 2 割弱にとどまっていた。
次に、図 2 には SD の状況を示した。FD に比べて全般的に低い実施率であり、最も高い実





図 1 FD 活動状況 
 
 































 上記設問で◎印を 2 点、○印を 1 点、そして印なしを 0 点として FD と SD ごとに合計し











 次に、FD の 8 種の活動のどれについて設置者間で差があるかを検証する。◎印と○印を
区別せずに「あてはまる」、印なしを「あてはまらない」としてクロス集計表を作成したと
ころ、カイ二乗検定の結果が有意であったものは「ワークショップ」と「学生との対話」
の 2 つであった。表 1 に示す通り、「ワークショップ」については国立大学の 9 割が進めて
おり、定番中の定番となっている。また、「学生との対話」については国立大学ならではの
活動であり、一方で、私立大学でこれを進めるところは 2 割に満たない少数にとどまった。 
 










ワークショップの企画・実施** 国立 39（92.9） 3（7.1） 42（100）
公立 12（63.2） 7（36.8） 19（100）
私立 47（70.1） 20（29.9） 67（100）
学生との対話の場の設定** 国立 21（50） 21（50） 42（100）
公立 6（31.6） 13（68.4） 19（100）





る。各設置理由にあてはまるかどうかによって、FD 得点や SD 得点の平均点に差があるか
を検証しよう。なお、ここで用いる得点は各活動 0～2 点の合計点である。 


















○ × 差 ○ × 差
1. 共通教育の実施組織として 3.73 3.14 0.59 1.59 1.28 0.31
2. 教養教育の充実・発展のため 3.54 3.26 0.28 1.56 1.23 0.33
3. 専門教育の充実・発展のため 3.65 3.30 0.35 1.51 1.39 0.12
4.  既存の組織による教育改善に限界があったため 3.96 3.16 0.80 * 1.89 1.19 0.70 *
5. 教員の意識改革のため 3.88 3.13 0.75 * 1.56 1.36 0.20
6. 職員の意識改革のため 3.71 3.38 0.33 2.25 1.47 0.78 **
7. 学長がリーダーシップを発揮しやすくするため 4.03 3.21 0.82 * 1.80 1.30 0.50
8. 大学教育に対する評価（認証評価等）に対応するため 3.88 3.21 0.67 1.74 1.28 0.46
9. 学生サービス（学修支援等）を充実させるため 3.46 3.40 0.06 1.56 1.23 0.33
10. 高等教育や大学教育の専門家が必要であるため 4.36 3.18 1.18 ** 1.39 1.45 -0.06
11. 学習・学修成果の測定・可視化を実現するため 3.84 2.85 0.99 ** 1.55 1.27 0.28
12. 授業の質を高めるため 3.71 2.53 1.18 ** 1.46 1.37 0.09
13. カリキュラム改善を促進するため 3.88 2.81 1.07 ** 1.51 1.34 0.17
14. 情報収集の機能を強化するため 3.82 3.23 0.59 1.60 1.35 0.25
15. 他の大学が設置しているため 3.40 3.44 -0.04 2.00 1.41 0.59
16. FD/SDが義務化されたため 3.77 3.27 0.50 1.40 1.46 -0.06
17. 教学マネジメントを強化するため 4.11 2.77 1.34 ** 1.58 1.30 0.28






○ × 差 ○ × 差 ○ × 差
1. 共通教育… 5.13 3.50 1.63 * 2.00 3.33 -1.33 3.09 2.88 0.21
2. 教養教育… 4.78 3.30 1.48 2.70 3.00 -0.30 2.74 3.32 -0.58
3. 専門教育… 5.00 4.14 0.86 3.43 2.50 0.93 3.04 2.95 0.09
4.  既存の組織… 4.94 4.08 0.86 2.50 2.93 -0.43 3.50 2.70 0.80 *
5. 教員の意識… 4.75 4.14 0.61 3.00 2.75 0.25 3.44 2.71 0.73
6. 職員の意識… 6.40 4.16 2.24 2.67 2.88 -0.21 3.06 2.96 0.10
7. 学長がリーダーシップ… 6.30 3.84 2.46 * 3.25 2.73 0.52 3.10 2.93 0.17
8. 大学教育に対する評価… 5.67 3.74 1.93 * 3.75 2.60 1.15 2.79 3.09 -0.30
9. 学生サービス… 4.50 4.25 0.25 3.25 2.55 0.70 2.77 3.38 -0.61
10. 高等教育や大学教育… 5.16 3.82 1.34 3.00 2.83 0.17 2.63 3.03 -0.40
11. 学習・学修成果… 5.11 3.20 1.91 ** 3.50 2.11 1.39 3.05 2.89 0.16
12. 授業の質… 4.51 3.80 0.71 3.50 1.71 1.79 * 3.16 2.50 0.66
13. カリキュラム… 4.84 3.27 1.57 * 3.08 2.43 0.65 3.25 2.74 0.51
14. 情報収集… 5.31 4.03 1.28 3.25 2.73 0.52 3.21 2.82 0.39
15. 他の大学… 5.00 4.41 0.59 2.84 3.00 2.98 0.02
16. FD/SDが義務化… 4.90 3.95 0.95 2.00 2.94 -0.94 2.75 3.09 -0.34
17. 教学マネジメント… 4.93 3.31 1.62 * 4.29 2.00 2.29 * 3.21 2.82 0.39


















































て FD 活動が活発な傾向にあったことと整合的であった。 
なお、SD 得点については課題との有意な相関関係はみられなかった。 
 






第 1 に、「大学教育センター等」は SD 活動については低調だったが FD 活動については活
発で、講演会にとどまらずワークショップを企画・実施する割合が前回調査と比べて高く
なっていた。設置者別では国立大学が公私立大学よりも活発で、ワークショップのほか学
全体 国立 公立 私立
1. 教育改善活動の全学的な取り組みの展開 .077 .181 .189 -.110
2. 学部・学科との連携の強化 .206 * .453 ** .377 -.161
3. 教育改善活動のための組織体制の整備 -.078 -.062 .263 -.107
4. センターのアイデンティティの確立 .131 .246 .297 -.069
5. 専門的な知見をもった教員の配置 .023 -.136 .026 .090
6. 専門的な知見をもった職員の配置 .164 .121 .271 .231
7. 学内の教員からの理解の獲得 -.017 -.167 .121 -.107
8. 学内の職員からの理解の獲得 .011 .050 .380 -.113
9. 法人（理事会・役員会）の理解の増進 .156 .070 .416 .119
10. 予算の拡充 .312 ** .149 .455 .262 *
11. 学内の他センター等との連携強化 .084 .201 .181 -.076
12. 他大学の類似のセンターとの連携強化 .126 .007 .300 .186
13．センターに課せられた責任と与えられた権限の不一致 .115 .108 .333 -.019
14．センターの使命に対する大学執行部とセンター専任教員間の認識のズレ -.081 -.223 .076 -.067
15．センターの業務遂行を補助する庶務スタッフの拡充 .360 ** .198 .642 ** .442 **
16．大学執行部とセンター専任教員間の意思疎通 -.008 -.122 .137 .044
17．各部局の利害関心とセンターの使命との間にある齟齬 .064 -.105 .363 -.011
18．センター専任教員のアイデンティティの確立 .164 .142 .116 .141









場合に、活発な FD 活動が行われていることがうかがえた。 




 総じて、国立大学センターにおける FD 活動には特徴があり、授業改善支援やカリキュラ
ム運営支援にとどまらない大学全体のトップマネジメントに寄与するセンターが、その存

















国立 0 7 7
0.0% 100.0% 100.0%
公立 2 17 19
10.5% 89.5% 100.0%
私立 10 71 81
12.3% 87.7% 100.0%











いる大学は、国立 85.4％、公立 51.3％、私立 46.4％、全体では 55.2％となっている。2005











まった。内訳は国立 0（0％）、公立 2（10.5％）、私立 12（11.2％）となっている。また、
「設置に向けて現在、検討している」との回答者のうち、2017 年度内との回答が 33.3％、
2～3 年以内との回答が 41.7％、未定が 25.0％となった。（表１） 
 











2017年度 2～3年以内 未定 合計
公立 0 1 1 2
0.0% 50.0% 50.0% 100.0%
私立 4 4 2 10
40.0% 40.0% 20.0% 100.0%
合計 4 5 3 12






































FDの企画・実施 58.3% (1) 50.0% (7) 60.0% (1)
学修成果アセスメント 58.3% (2) 50.0% (13) 60.0% (2)
初年次教育 58.3% (3) 100.0% (2) 50.0% (5)
学修支援 58.3% (4) 50.0% (15) 60.0% (3)
共通教育・教養教育等の企画・実施 50.0% (5) 100.0% (1) 40.0% (9)
カリキュラム開発・改革 50.0% (6) 50.0% (5) 50.0% (4)
リメディアル教育 50.0% (7) 50.0% (14) 50.0% (6)
学生調査 50.0% (8) 50.0% (17) 50.0% (7)
ＩＲ 50.0% (9) 50.0% (27) 50.0% (8)
教学マネジメント 41.7% (10) 50.0% (4) 40.0% (10)
授業評価の企画・実施 41.7% (11) 50.0% (6) 40.0% (11)
高等教育研究・開発 33.3% (12) 50.0% (3) 30.0% (12)
ＳＤの企画・実施 33.3% (13) 50.0% (8) 30.0% (13)
教員評価 25.0% (14) 50.0% (11) 20.0% (14)
高大連携事業 25.0% (15) 50.0% (18) 20.0% (15)
インターンシップ 25.0% (16) 50.0% (21) 20.0% (16)
学部横断プログラムの開発・実施 25.0% (17) 50.0% (28) 20.0% (17)
アドミッション 16.7% (18) 50.0% (19) 10.0% (18)
キャリア教育 16.7% (19) 50.0% (20) 10.0% (19)
留学・留学生支援 16.7% (20) 50.0% (23) 10.0% (20)
社会・地域連携事業 16.7% (21) 50.0% (25) 10.0% (21)
研究支援 8.3% (22) 50.0% (9) 0.0% (23)
新任教員の研修 8.3% (23) 50.0% (10) 0.0% (24)
認証評価 8.3% (24) 50.0% (12) 0.0% (25)
学生への生活支援 8.3% (25) 50.0% (16) 0.0% (26)
国際交流 8.3% (26) 50.0% (22) 0.0% (27)
生涯学習・大学開放 8.3% (27) 50.0% (24) 0.0% (28)
広報活動 8.3% (28) 50.0% (26) 0.0% (29)
（人事や財務を含む）マネジメント 8.3% (29) 50.0% (29) 0.0% (30)
その他 8.3% (30) 0.0% (30) 10.0% (22)
全体 公立 私立





































全体 国立 公立 私立
効果が期待できない 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
委員会組織で十分に機能してい
る
60.6% 71.4% 58.8% 60.0%
「大学教育センター等」の設置
に学内の理解が得られない
2.1% 0.0% 0.0% 2.9%
予算上の措置が困難である 14.9% 14.3% 17.6% 14.3%
必要性が感じられない。 3.2% 0.0% 0.0% 4.3%
センターを設置できるほど大学
の規模が大きくない。
69.1% 85.7% 82.4% 64.3%
専門の事務系組織（教育支援部
等）の方が効果的である
5.3% 14.3% 0.0% 5.7%





設置形態別にみても、国立 85.7％、公立 82.4％、私立 64.3％となっており、最も多い理
由となっている。次いで多かったものは「委員会組織で十分に機能している」（60.6％）で
あり、国立 71.4％、公立 58.8％、私立 60.0％といずれも 2 番目に多い理由となっている。
（表 4） 
 




























ならば、大きく 2 つのことが言えるだろう。 



































田中 正弘（筑波大学）、川越 明日香（熊本大学） 
長 創一朗（筑波大学大学院）、江幡 知佳（筑波大学大学院） 














機構を設置した大学の内訳（設置者別）は表 1 のように，国立 27 校，公立 4 校，私立
19 校となった。 
表 1 機構設置の有無（設置者別） 







































ー等の役割」（姉川）にならい，学部数は，1 学部，2-3 学部，4 学部以上の 3 群に，大学
の規模は，4000 人未満（小規模），4000 人以上 8000 人未満（中規模），8000 人以上（大
規模）の 3 群にそれぞれまとめた。この分析の結果が，表 2 と表 3 である。 
 






度数 7 74 
% 8.6% 91.4% 
調整済残差 -3.2 3.2 
2-3 学部 
N =71 
度数 7 64 
% 9.9% 90.1% 
調整済残差 -2.6 2.6 
4 学部以上 
N =91 
度数 35 56 
% 38.5% 61.5% 
調整済残差 5.5 -5.5 
合計 
N =243 
度数 49 194 
% 20.2% 79.8% 












度数 24 158 
% 13.2% 86.8% 
調整済残差 -4.5 4.5 
中規模 
N =34 
度数 14 20 
% 41.2% 58.8% 
調整済残差 3.4 -3.4 
大規模 
N =26 
度数 10 16 
% 38.5% 61.5% 
調整済残差 2.5 -2.5 
合計 
N =242 
度数 48 194 
% 19.8% 80.2% 










機構を設置していると回答した大学 50 校中 49 校が自大学の機構の名称を回答している
が，その名称の多様性が際立っている。最多の名称は教育支援機構であるが，その数はわ



























































図 1 機構を設置した年別の大学数 
 
 





 機構長はどの役職者が務めているかを示したのが，表 4 である。 
 
 






































































機構を設置した理由を尋ねたところ，表 5 のような結果となった。 
 
表 5 「大学教育機構等」を設置した理由（複数回答可）  
該当 非該当 
学長がリーダーシップを発揮しやすくするため 58.3% 41.7% 
教育関連センター等へのリソース投入を効率化するため 54.2% 45.8% 
共通教育・教養教育等を強化するため 50.0% 50.0% 
教育情報の収集機能を強化するため 47.9% 52.1% 
複数の教育関連センターが存在する縦割り構造が不効率だったため 41.7% 58.3% 
既存の大学教育センター等による教育改善に限界があったため 14.6% 85.4% 
教育関連センターの人員削減のため 2.1% 97.9% 
他の大学が設置しているため 2.1% 97.9% 




















































表 6 大学教育センターの有無と機構等の有無  
「大学教育機構等」 
合計 有 無 
「大学教育センター等」 

























表 7 機構設置の有無とセンター等の組織改組の頻度 
































































































































































































































第 5 章 大学教育改革のための組織的課題 
 
 






























































































































































































































































































































































るが、研究資源の限界もあり、計 3 校とすることとした。第 3 の条件は、3 校それぞれの
規模（学生数）も異なるものとすることである。小規模大学ではセンターおよび機構を配









設置形態 総学生数 機関名 
国立 約 4000 名（1 学部） Ａ大学 
公立 約 8000 名（4 学域） Ｂ大学 





⑥今後の教育改善組織の展望、以上 6 点である。 
また、調査結果については匿名処理したうえで外部に報告することについても許諾を得






































































































 センターの会議は月 1 回、年 10 回程度開催されている。1 回の会議時間は 1 時間から 1
時間半となっている。毎回、新しい議題に取り組み、検討事項などの審議事項が出され、
各学部の状況や事例を共有しながら、足並みをそろえていけるよう進めている。 































 国立Ａ大学 公立Ｂ大学 私立Ｃ大学 
センター
設立年 
























なし あり なし 
センター
の成果 
教教分離の実現 ＦＤの推進 ＦＤの推進 
機構設立
年 






























































































































































































































 大膳 司  
（広島大学） 
                                         
大学における教育改善等のための組織体制のあり方に関する調査 












































国立 82 74 90.2%
公立 72 51 70.8%
私立 546 346 63.4%
(不明) 1 －






国立 80 50 62.5%
公立 76 40 52.6%
私立 588 164 27.9%
合計 744 254 34.1%
2017.03. 2005.11.
国立 公立 私立 全体 国立 公立 私立 全体
48 39 153 241 74 51 346 471
41 20 71 133 *** 45 9 61 115 ***
85.4% 51.3% 46.4% 55.2% 60.8% 17.6% 17.6% 24.4%
31 25 103 160 n.s. 55 36 229 320 n.s.
64.6% 64.1% 67.3% 66.4% 74.3% 70.6% 66.2% 67.9%
18 8 45 72 n.s. 35 7 63 105 ***
37.5% 20.5% 29.4% 29.9% 47.3% 13.7% 18.2% 22.3%
2 1 18 21 n.s. 0 5 49 54 **
4.2% 2.6% 11.8% 8.7% 0.0% 9.8% 14.2% 11.5%
3 0 18 21 n.s. * * * *
6.3% 0.0% 11.8% 8.7%
0 2 5 7 n.s. 2 4 16 22 n.s.
0.0% 5.1% 3.3% 2.9% 2.7% 7.8% 4.6% 4.7%
























名称 設置年月 担当する役割 
   
   
   
   
   
   
   
例）カリキュラム開発センター 1999 年 4 月設置 2 
例）大学教育センター 
2002 年 4 月 カリキュラム 
開発センターから改組 
30（教育全体の調整） 
1. 高等教育研究・開発    2. 共通教育・教養教育等の企画・実施 3. 教学マネジメント 
4. カリキュラム開発・改革    5. 授業評価の企画・実施          6. FD の企画・実施  
7. ＳＤの企画・実施       8. 研究支援                9. 新任教員の研修  
10. 教員評価             11. 認証評価への対応         12. 学修成果アセスメント 
13. 初年次教育               14. リメディアル教育            15. 学修支援     
16. 学生への生活支援         17. 学生調査               18. 高大連携事業      
19. アドミッション           20. キャリア教育                   21. インターンシップ 
22. 国際交流           23. 留学・留学生支援              24. 生涯学習・大学開放 
25. 社会・地域連携事業       26. 広報活動                   27. ＩＲ  
28. 学部横断プログラムの開発・実施          29.（人事や財務を含む）マネジメント 
30. その他（具体的に：                                            ） 
− 81 −
 
授業の質を高めるため 88.1% (1) 65.0% (1) 70.4% (1) 75.2% (1)
教養教育の充実・発展のため 78.6% (2) 55.0% (3) 57.7% (3) 63.2% (3)
カリキュラム改善を促進するため 76.2% (3) 60.0% (2) 47.9% (5) 57.9% (5)
学生サービス（学修支援等）を充
実させるため 69.0% (4) 40.0% (5) 64.8% (2) 63.2% (2)
教学マネジメントを強化するため 71.4% (5) 35.0% (7) 40.8% (7) 48.9% (7)
学習・学修成果の測定・可視化を
実現するため 66.7% (6) 50.0% (4) 56.3% (4) 57.9% (4)
共通教育の実施組織として 59.5% (7) 40.0% (6) 47.9% (6) 49.6% (6)
FD/SDが義務化されたため 50.0% (8) 10.0% (16) 28.2% (15) 32.3% (14)
教員の意識改革のため 50.0% (9) 35.0% (8) 36.6% (11) 39.8% (8)
教育の質保証が高度化し、専門の
部署が必要になったため 47.6% (10) 20.0% (10) 38.0% (10) 38.3% (9)
高等教育や大学教育の専門家が必
要であるため 47.6% (11) 5.0% (17) 12.7% (17) 21.8% (16)
既存の組織による教育改善に限界
があったため 42.9% (12) 20.0% (11) 36.6% (12) 35.3% (11)
大学教育に対する評価（認証評価
等）に対応するため 33.3% (13) 20.0% (12) 36.6% (13) 33.8% (13)
専門教育の充実・発展のため 33.3% (14) 35.0% (9) 39.4% (9) 36.8% (10)
情報収集の機能を強化するため 33.3% (15) 20.0% (13) 40.8% (8) 34.6% (12)
学長がリーダーシップを発揮しや
すくするため 26.2% (16) 20.0% (14) 31.0% (14) 27.1% (15)
職員の意識改革のため 14.3% (17) 15.0% (15) 23.9% (16) 18.8% (17)
他の大学が設置しているため 4.8% (18) 0.0% (19) 5.6% (18) 3.8% (18)
その他 2.4% (19) 5.0% (18) 0.0% (19) 1.5% (19)
国立 公立 私立 全体
Ｑ２-２ 貴学の「大学教育センター等」を設置した理由や期待する役割や効果は何ですか。 
あてはまるものすべてに○印をつけてください。 
1. 共通教育の実施組織として           2. 教養教育の充実・発展のため 
3. 専門教育の充実・発展のため          4. 既存の組織による教育改善に限界があったため 
5. 教員の意識改革のため               6. 職員の意識改革のため 





12. 授業の質を高めるため               13. カリキュラム改善を促進するため 
14. 情報収集の機能を強化するため       15. 他の大学が設置しているため    
16. FD/SD が義務化されたため      17. 教学マネジメントを強化するため 
18. 教育の質保証が高度化し、専門の部署が必要になったため 
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講演会の企画・実施 83.5% (1) 84.0% (1) 92.3% (1) 80.5% (1)
ワークショップの企画・実施 55.7% (2) 60.0% (2) 30.8% (2) 61.0% (2)
他大学との連携研修 29.1% (3) 32.0% (3) 15.4% (4) 31.7% (3)
教員評価、人事評価との連動や
関係性の検討
13.9% (4) 4.0% (7) 7.7% (5) 22.0% (4)
学生との対話の場の設定 12.7% (5) 16.0% (5) 15.4% (3) 9.8% (5)
ポートフォリオの作成 10.1% (6) 20.0% (4) 0.0% (8) 7.3% (6)
体系的にパッケージ化されたプ
ログラムの実施
6.3% (7) 12.0% (6) 0.0% (6) 4.9% (7)
個別コンサルテーション 2.5% (8) 4.0% (8) 0.0% (7) 2.4% (8)







講演会の企画・実施 92.9% (1) 97.6% (1) 84.2% (1) 92.4% (1)
ワークショップの企画・実施 77.8% (2) 95.1% (2) 63.2% (2) 71.2% (2)
他大学との連携研修 34.9% (3) 46.3% (4) 21.1% (4) 31.8% (3)
学生との対話の場の設定 29.4% (4) 48.8% (3) 31.6% (3) 16.7% (6)
ポートフォリオの作成 20.6% (5) 29.3% (5) 10.5% (7) 18.2% (5)
個別コンサルテーション 19.8% (6) 29.3% (6) 15.8% (5) 15.2% (7)
教員評価、人事評価との連動や
関係性の検討
17.5% (7) 14.6% (8) 5.3% (8) 22.7% (4)
体系的にパッケージ化されたプ
ログラムの実施












・「研究会におけるノウハウ共有や問題解決 教材開発を提供」（国立、1939 年設置) 
・「平成 29 年 10 月から、採用後３年未満の教員に対し、新任教員研修プログラムを試行的に実施し、






























1. 教育改善活動の全学的な取り組みの展開         １……２……３……４……５ 
2. 学部・学科との連携の強化                  １……２……３……４……５ 
3. 教育改善活動のための組織体制の整備         １……２……３……４……５ 
4. センターのアイデンティティの確立           １……２……３……４……５ 
5. 専門的な知見をもった教員の配置            １……２……３……４……５ 
6. 専門的な知見をもった職員の配置              １……２……３……４……５ 
7. 学内の教員からの理解の獲得              １……２……３……４……５ 
8. 学内の職員からの理解の獲得                 １……２……３……４……５ 
9. 法人（理事会・役員会）の理解の増進          １……２……３……４……５ 
10.予算の拡充                        １……２……３……４……５ 
11.学内の他センター等との連携強化                   １……２……３……４……５ 
12.他大学の類似のセンターとの連携強化           １……２……３……４……５ 
13．センターに課せられた責任と与えられた権限の不一致 １……２……３……４……５ 
14．センターの使命に対する大学執行部とセンター専任  １……２……３……４……５ 
教員間の認識のズレ   
15.センターの業務遂行を補助する庶務スタッフの拡充   １……２……３……４……５ 
16.大学執行部とセンター専任教員間の意思疎通      １……２……３……４……５ 
17．各部局の利害関心とセンターの使命との間にある齟齬 １……２……３……４……５ 
18.センター専任教員のアイデンティティの確立      １……２……３……４……５ 




























































1. 教育改善活動の全学的な取り組みの展開      １……２……３……４……５ 
2. 学部・学科との連携の強化          １……２……３……４……５ 
3. 教育改善活動のための組織体制の整備        １……２……３……４……５ 
4. センターのアイデンティティの確立        １……２……３……４……５ 
5. 専門的な知見をもった教員の配置          １……２……３……４……５ 
6. 専門的な知見をもった職員の配置        １……２……３……４……５ 
7. 学内の教員からの理解の獲得            １……２……３……４……５ 
8. 学内の職員からの理解の獲得         １……２……３……４……５ 
9. 法人（理事会・役員会）の理解の増進       １……２……３……４……５ 
10.予算の拡充                  １……２……３……４……５ 
1 .学内の他センター等との連携強化   １……２……３……４……５ 
12.他大学の類似のセンターとの連携強化       １……２……３……４……５ 
13．センターに課せられた責任と与えられた権限の不一致 １……２……３……４……５ 
14．センターの使命に対する大学執行部とセンター専任  １……２……３……４……５ 
教員間の認識のズレ 
15.センターの業務遂行を補助する庶務スタッフの拡充  １……２……３……４……５ 
16.大学執行部とセンター専任教員間の意思疎通      １……２……３……４……５ 
17．各部局の利害関心とセンターの使命との間にある齟齬 １……２……３……４……５ 
18.センター専任教員のアイデンティティの確立     １……２……３……４……５ 





























































教育改善活動の全学的な取り組みの展開 1.73 (1) 1.61 (1) 2.00 (1) 1.72 (1)
教育改善活動のための組織体制の整備 2.04 (2) 2.31 (7) 2.00 (2) 1.90 (2)
学部・学科との連携の強化 2.07 (3) 2.00 (3) 2.35 (3) 2.04 (3)
学内の教員からの理解の獲得 2.15 (4) 1.93 (2) 2.45 (4) 2.19 (5)
専門的な知見をもった教員の配置 2.20 (5) 2.07 (4) 2.65 (8) 2.15 (4)
センターによる取組の成果・達成やその評価 2.23 (6) 2.12 (6) 2.45 (5) 2.23 (6)
専門的な知見をもった職員の配置 2.35 (7) 2.40 (8) 2.45 (6) 2.29 (7)
予算の拡充 2.45 (8) 2.07 (5) 2.50 (7) 2.66 (12)
センターの業務遂行を補助する庶務スタッフ
の拡充 2.54 (9) 2.50 (9) 2.70 (9) 2.52 (10)
学内の職員からの理解の獲得 2.55 (10) 2.71 (12) 2.70 (11) 2.41 (8)
学内の他センター等との連携強化 2.56 (11) 2.55 (10) 3.00 (14) 2.45 (9)
センターのアイデンティティの確立 2.60 (12) 2.62 (11) 2.70 (10) 2.56 (11)
法人（理事会・役員会）の理解の増進 2.73 (13) 2.71 (13) 2.85 (12) 2.70 (13)
他大学の類似のセンターとの連携強化 2.98 (14) 2.98 (16) 3.20 (16) 2.92 (14)
各部局の利害関心とセンターの使命との間に
ある齟齬
2.98 (15) 2.76 (14) 3.55 (18) 2.94 (15)
センター専任教員のアイデンティティの確立 3.09 (16) 2.88 (15) 2.95 (13) 3.25 (17)
大学執行部とセンター専任教員間の意思疎通 3.13 (17) 3.14 (18) 3.05 (15) 3.15 (16)
センターに課せられた責任と与えられた権限
の不一致
3.22 (18) 3.10 (17) 3.35 (17) 3.26 (18)
センターの使命に対する大学執行部とセン
ター専任教員間の認識のズレ





























1. 高等教育研究・開発   2. 共通教育・教養教育等の企画・実施 3. 教学マネジメント 
4. カリキュラム開発・改革      5. 授業評価の企画・実施       6. FD の企画・実施  
7. ＳＤの企画・実施         8. 研究支援             9. 新任教員の研修  
10. 教員評価              11. 認証評価           12. 学修成果アセスメント 
13. 初年次教育                14. リメディアル教育          15. 学修支援     
16. 学生への生活支援          17. 学生調査            18. 高大連携事業    
19. アドミッション            20. キャリア教育                21. インターンシップ  
22. 国際交流           23. 留学・留学生支援           24. 生涯学習・大学開放    
25. 社会・地域連携事業        26. 広報活動               27. ＩＲ 
28. 学部横断プログラムの開発・実施        29.（人事や財務を含む）マネジメント 
30. その他（具体的に：                                 ） 
− 87 −
 
学修成果アセスメント 70.0% (1) 74.0% (2) 47.0% (6) 74.0% (1)
FDの企画・実施 69.0% (2) 81.0% (1) 68.0% (1) 62.0% (2)
カリキュラム開発・改革 55.0% (3) 64.0% (3) 68.0% (2) 46.0% (6)
共通教育・教養教育等の企画・実施 55.0% (4) 50.0% (9) 53.0% (3) 58.0% (3)
学修支援 54.0% (5) 57.0% (7) 53.0% (4) 53.0% (5)
初年次教育 51.0% (6) 50.0% (10) 42.0% (8) 54.0% (4)
ＩＲ 50.0% (7) 60.0% (6) 53.0% (5) 45.0% (7)
授業評価の企画・実施 49.0% (8) 62.0% (4) 42.0% (9) 43.0% (8)
教学マネジメント 48.0% (9) 62.0% (5) 42.0% (10) 42.0% (9)
高等教育研究・開発 44.0% (10) 55.0% (8) 47.0% (7) 38.0% (10)
学部横断プログラムの開発・実施 38.0% (11) 45.0% (14) 32.0% (12) 35.0% (12)
キャリア教育 36.0% (12) 48.0% (11) 42.0% (11) 27.0% (18)
学生調査 36.0% (13) 45.0% (15) 32.0% (13) 32.0% (13)
高大連携事業 33.0% (14) 48.0% (13) 21.0% (20) 27.0% (17)
新任教員の研修 32.0% (15) 38.0% (16) 26.0% (16) 30.0% (14)
リメディアル教育 30.0% (16) 24.0% (23) 16.0% (23) 38.0% (11)
社会・地域連携事業 27.0% (17) 29.0% (20) 26.0% (17) 26.0% (19)
国際交流 27.0% (18) 26.0% (21) 21.0% (19) 28.0% (15)
ＳＤの企画・実施 27.0% (19) 24.0% (22) 32.0% (14) 27.0% (16)
留学・留学生支援 25.0% (20) 33.0% (19) 21.0% (21) 22.0% (20)
インターンシップ 22.0% (21) 36.0% (17) 11.0% (27) 18.0% (23)
学生への生活支援 22.0% (22) 33.0% (18) 26.0% (18) 15.0% (25)
アドミッション 21.0% (23) 48.0% (12) 32.0% (15) 3.0% (28)
教員評価 16.0% (24) 14.0% (26) 11.0% (26) 19.0% (22)
認証評価 16.0% (25) 12.0% (27) 11.0% (25) 20.0% (21)
広報活動 13.0% (26) 17.0% (24) 16.0% (24) 9.0% (27)
生涯学習・大学開放 13.0% (27) 17.0% (25) 11.0% (28) 11.0% (26)
研究支援 13.0% (28) 5.0% (28) 21.0% (22) 16.0% (24)
その他 4.0% (29) 2.0% (29) 11.0% (29) 3.0% (29)


































3.22 (1) 3.12 (1) 3.25 (1) 3.27 (1)
教育支援組織としての適切なマネジ
メントができていない
3.26 (2) 3.14 (2) 3.45 (2) 3.28 (2)
センター⻑の人選には苦労が多い 3.31 (3) 3.21 (3) 3.60 (4) 3.29 (3)
組織の改組を頻繁に実施している 3.54 (4) 3.45 (5) 3.65 (5) 3.57 (4)
各センターのスタッフにはパートや
派遣が多い
3.72 (5) 3.39 (4) 3.55 (3) 3.96 (6)
「大学教育センター等」の活動の一
部を外注したい
3.94 (6) 3.79 (6) 4.20 (7) 3.96 (5)
「大学教育センター等」の数は多す
ぎる












1. 「大学教育センター等」の数は多すぎる          １……２……３……４……５ 
2. 「大学教育センター等」の活動の一部を外注したい     １……２……３……４……５ 
3. 組織の改組を頻繁に実施している            １……２……３……４……５ 
4. センター長の人選には苦労が多い             １……２……３……４……５ 
5. 各センターのスタッフにはパートや派遣が多い       １……２……３……４……５ 
6. 教育支援組織としての適切なマネジメントができていない １……２……３……４……５ 














































































































































































































































国立 0 7 7
0.0% 100.0% 100.0%
公立 2 17 19
10.5% 89.5% 100.0%
私立 10 71 81
12.3% 87.7% 100.0%
合計 12 95 107
11.2% 88.8% 100.0%
2017年度 ２〜３年以内 未定 合計
公立 0 1 1 2
0.0% 50.0% 50.0% 100.0%
私立 4 4 2 10
40.0% 40.0% 20.0% 100.0%
合計 4 5 3 12



















1. 本年度（2016 年度）中 













1. 高等教育研究・開発   2. 共通教育・教養教育等の企画・実施  3. 教学マネジメント 
4. カリキュラム開発・改革    5. 授業評価の企画・実施       6. FD の企画・実施  
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FDの企画・実施 58.3% (1) 50.0% (7) 60.0% (1)
学修成果アセスメント 58.3% (2) 50.0% (13) 60.0% (2)
初年次教育 58.3% (3) 100.0% (2) 50.0% (5)
学修支援 58.3% (4) 50.0% (15) 60.0% (3)
共通教育・教養教育等の企画・実施 50.0% (5) 100.0% (1) 40.0% (9)
カリキュラム開発・改革 50.0% (6) 50.0% (5) 50.0% (4)
リメディアル教育 50.0% (7) 50.0% (14) 50.0% (6)
学生調査 50.0% (8) 50.0% (17) 50.0% (7)
ＩＲ 50.0% (9) 50.0% (27) 50.0% (8)
教学マネジメント 41.7% (10) 50.0% (4) 40.0% (10)
授業評価の企画・実施 41.7% (11) 50.0% (6) 40.0% (11)
高等教育研究・開発 33.3% (12) 50.0% (3) 30.0% (12)
ＳＤの企画・実施 33.3% (13) 50.0% (8) 30.0% (13)
教員評価 25.0% (14) 50.0% (11) 20.0% (14)
高大連携事業 25.0% (15) 50.0% (18) 20.0% (15)
インターンシップ 25.0% (16) 50.0% (21) 20.0% (16)
学部横断プログラムの開発・実施 25.0% (17) 50.0% (28) 20.0% (17)
アドミッション 16.7% (18) 50.0% (19) 10.0% (18)
キャリア教育 16.7% (19) 50.0% (20) 10.0% (19)
留学・留学生支援 16.7% (20) 50.0% (23) 10.0% (20)
社会・地域連携事業 16.7% (21) 50.0% (25) 10.0% (21)
研究支援 8.3% (22) 50.0% (9) 0.0% (23)
新任教員の研修 8.3% (23) 50.0% (10) 0.0% (24)
認証評価 8.3% (24) 50.0% (12) 0.0% (25)
学生への生活支援 8.3% (25) 50.0% (16) 0.0% (26)
国際交流 8.3% (26) 50.0% (22) 0.0% (27)
生涯学習・大学開放 8.3% (27) 50.0% (24) 0.0% (28)
広報活動 8.3% (28) 50.0% (26) 0.0% (29)
（人事や財務を含む）マネジメント 8.3% (29) 50.0% (29) 0.0% (30)
その他 8.3% (30) 0.0% (30) 10.0% (22)
全体 公立 私立
7. ＳＤの企画・実施       8. 研究支援              9. 新任教員の研修 
10. 教員評価             11. 認証評価           12. 学修成果アセスメント 
13. 初年次教育              14. リメディアル教育          15. 学修支援     
16. 学生への生活支援        17. 学生調査            18. 高大連携事業 
19. アドミッション          20. キャリア教育                21. インターンシップ  
22. 国際交流         23. 留学・留学生支援           24. 生涯学習・大学開放  
25. 社会・地域連携事業      26. 広報活動                 27. ＩＲ 
28. 学部横断プログラムの開発・実施        29.（人事や財務を含む）マネジメント 
30. その他（具体的に：                                            ） 
























































全体 国立 公立 私立
効果が期待できない 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
委員会組織で十分に機能している 60.6% 71.4% 58.8% 60.0%
「大学教育センター等」の設置に学
内の理解が得られない
2.1% 0.0% 0.0% 2.9%
予算上の措置が困難である 14.9% 14.3% 17.6% 14.3%
必要性が感じられない。 3.2% 0.0% 0.0% 4.3%
センターを設置できるほど大学の規
模が大きくない。
69.1% 85.7% 82.4% 64.3%
専門の事務系組織（教育支援部等）
の方が効果的である
5.3% 14.3% 0.0% 5.7%




1. 効果が期待できない   
2. 委員会組織で十分に機能している   





8. その他（具体的に                                             ） 


































国立 公立 私立 合計
設けている 26 4 18 48
54.2% 10.3% 11.3% 19.5%
設けていない 22 35 141 198







































学⻑がリーダーシップを発揮しやすくするため 60.0% 50.0% 58.8% 58.7%
複数の教育関連センターが存在する縦割り構造が
不効率だったため
64.0% 25.0% 11.8% 41.3% **
教育関連センターの人員削減のため 4.0% 0.0% 0.0% 2.2%
教育関連センター等へのリソース投入を効率化す
るため
28.0% 25.0% 11.8% 21.7%
教育改革案の審議・議決をスムーズにするため 48.0% 100.0% 64.7% 58.7%
教育情報の収集機能を強化するため 60.0% 0.0% 47.1% 50.0%
共通教育・教養教育等を強化するため 52.0% 25.0% 52.9% 50.0%
他の大学が設置しているため 4.0% 0.0% 0.0% 2.2%
































1. 学長                             
2. 副学長    
3. 学長に指名された教員 
4. 「大学教育機構等」の構成員によって選出された教員 





国立 公立 私立 合計
学⻑ 1 2 2 5
4.0% 50.0% 11.8% 10.9%
副学⻑ 20 2 9 31
80.0% 50.0% 52.9% 67.4%
学⻑に指名された教員 0 0 6 6
0.0% 0.0% 35.3% 13.0%
1 0 0 1
4.0% 0.0% 0.0% 2.2%
その他 3 0 0 3













































































国立 公立 私立 合計
設置に向けて現在検討している 4 2 6 12
18.2% 6.1% 4.4% 6.3%
設置の予定なし 18 31 130 179








1. 設置に向けて現在検討している。（設置予定年をご記入ください。      年ごろ。） 
2. 設置する予定はない。 



















































・アカデミック・アドバイザー２名 ２次担当１名 アクティブラーニング推進担当者１名 障が










































・キャリア・カウンセラー（学生部就職・進路・教職課程支援グループ） (私立、1949 年設置) 
・キャリア・カウンセラー（就職課） (私立、1949 年設置) 











・アカデミック・アドバイザー全教員 (私立、1953 年設置) 
・学修アドバイザー（全学教育センター学修管理・支援部門） (私立、1957 年設置) 
































・キャリア・カウンセラー（キャリアサポート・センター） (私立、1988 年設置) 
・聖徳大学ラーニングデザインセンター、センター職員 (私立、1989 年設置) 





・キャリアカウンセラー（キャリアセンター）、カウンセラー「相談室」 (私立、1996 年設置) 
・学生相談員（学生センター）などを設置しているが、専門職員ではない。専門職としては、カウ
ンセラー（学生相談室、（学生センター））(私立、1998 年設置) 
・キャリアセンター職員 (私立、1998 年設置) 









・（１）学生センター（２）キャリア支援センター（３）ＩＲ室 (私立、2011 年設置) 
・学習相談員（学修支援センター）、キャリア・カウンセラー（キャリア支援センター）、実習指導









内容は、「第 5 章」を参照して下さい。 
 
貴学と回答者についてお尋ねします。 
Ｑ５-１ 大学名を記入して下さい。  （             ）大学 
 
Ｑ５-２ 四年制大学としての設置年を記入してください。 （        ）年 
 
Ｑ５-３ 貴学の学部数と学部学生の総定員数（平成 28 年 4 月現在）を記入してください。  
学部数    （          ）学部 
                                   学部学生の総定員数     （      ）人 




お名前      （                 ） 
ご連絡先  Tel.（              ） 
E-mail（           ） 
 









The Organization System for Educational Improvement in 
Universities: Changes and problems over the past 12 years 
 
Keiji Kawashima (Ed.) 
 
The main purpose of this research is to: 1) clarify the national context and the role of 
organizations in supporting educational reform in universities; 2) reveal the present 
conditions and challenges of educational improvement activities, including faculty 
development (FD) and staff development (SD); 3) chart the establishment and role of "the 
platform" as a new trend, according to the questionnaire survey that followed the 
framework of research carried out in 2005 by the National Institute for Educational 
Policy Research; and 4) report figures regarding the tide of recent university education 
reform—e.g., university education centers—with reference to interviews with the 
vice-presidents of three universities. 
The study found that, by virtue of the complicated and multi-dimensional nature of 
the issue of university education reform, university education centers are installed as a 
correspondence device in response to multi-dimensional problems. As a result, centers 
were often reorganized and re-named according to each new problem that universities 
face, reflecting changes in policy and a change of the university environment. 
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